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１　は　し　が　き

　倒産という語は，企業が経済的に破綻した場合に使われるが，学術用語

ではなく，厳密な定義は存在しない。一般に倒産というときは，「債務が

弁済できなくなり，事業の継続が困難になった状態」をいう。債務の弁済

ができなくなる「おそれがある状態」や，事業の継続がいずれ困難になる

と「見込まれる状態」も倒産に含まれる。具体的には，次の３つのいずれ

かに該当するときを倒産とみなしている。

①　法的に処理する場合は，裁判所に倒産４法（会社更生法，民事再生

法，破産法，会社法特別清算規定）の適用を申請（法的申請）した
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とき。

②　私的に処理する場合は，債権者と内々に話し合い（内整理）を開始

したとき。

③　法的申請の前または内整理の開始前に，銀行から取引停止の処分を

受けたとき１）。

　本稿は，２０００年４月から２０１４年３月までの１４年間に①の法的申請した上

場企業を対象に行った実態調査の結果をまとめたものである。調査対象を

２０００年４月以降としたのは，現行の法的処理の枠組みが２０００年４月（厳密

には２００６年５月）に出来上がったからである２）。ただし，法的申請した上場

企業であっても，申請が債権者申し立てによる場合と，申請時にすでに上
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１）　６ヵ月以内に不渡りを２回出した場合には，銀行から２年間の当座取引と貸出
取引の停止処分を受ける。

２）　２０００年４月に和議法が廃止され，新たに民事再生法が施行されたことで，法的
処理の方法は，会社更生法・民事再生法・破産法・商法にもとづく次の５つとなっ
た。

 

　このうち，商法の会社整理は，「債権者全員の同意」という厳しい条件が求めら
れていたため，実際にはほとんど利用されなかった。そこで，２００６年５月の商法
改正に伴って会社整理が削除され，新たに施行された会社法では，特別清算だけ
が残された。その結果，２００６年５月以降，法的処理の方法は，会社更生法・民事再
生法・破産法・会社法にもとづく次の４つとなった。
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場廃止となっている場合は，調査対象から除外している。

　また，本稿で上場企業というときは，２００４年１２月（ジャスダック移行）

以前に店頭登録した企業を含めている。なお，銀行・保険・証券・不動産

投信（REIT）の４業種企業は除外している。

２　倒産数の推移 ─ ２つの山

　２０００年度（２０００年４月～２００１年３月）から２０１３年度（２０１３年４月～２０１４

年３月）までの１４年間に倒産した上場企業は１６７社にのぼる。倒産数の推移

を年度別にみると，２つの山がみてとれる。第１の山は，２００２年度をピー

クとする緩やかな山であり，第２の山は２００８年度だけが突出した険しい山

である（図表１）。

　第１の山は，米国の ITバブルの崩壊（２００１年春）と同時多発テロ事件

（２００１年９月１１日）による景気後退の余波と考えられる。第２の山は，サブ

プライムローン問題の深刻化，なかでもリーマン・ブラザーズの破綻

（２００８年９月１５日）に端を発した世界同時不況の影響と考えられる。国内景

気は２００９年３月を境に最悪期を脱し，２００８年９月から続いた倒産ラッシュ

は沈静化した。
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図表１　倒産数の推移 ─年度別



３　業 種 の 推 移

　２０００年度から２０１３年度までの１４年間に倒産した１６７社の業種をみると，図

表２のようになる。最も多かったのは製造業の４８社（２８．７％）。第２位は不

動産業の３３社（１９．８％）で，製造業と合わせると全体の半数近くを占める。

これに建設業の３１社（１８．６％），サービス業の２８社（１６．８％）が続く。

　年度別にみると，第１の山である２００２年度は，製造業の倒産が目立ち，

年度倒産数の５０％を超えている。ITバブルの崩壊と同時多発テロ事件によ

る景気後退の影響は，製造業にあらわれていることがわかる。第２の山で

ある２００８年度は圧倒的に不動産業が多く，やはり年度倒産数の５０％を超え

ている。リーマンショックが不動産業を直撃したことがうかがわれる。

４　倒産形態の推移

　１４年間に倒産した１６７社の倒産形態（申請時）は，１１４社（６８．３％）が民

事再生，３１社（１８．６％）が会社更生，２２社（１３．２％）が破産であった。
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図表２　業種の推移 ─ 年度別  （社）

合計１３１２１１１００９０８０７０６０５０４０３０２０１００年度
業種

４８４２２３１１２２６１２７６製 造

９１４１１１１卸 売

１５１３３４４小 売

２８１２４２５２２２３１１３サービス

３１８２３３４４６１建 設

３３２３３２２１１１不 動 産

２１１運 輸

１１倉 庫

１６７２６４９７４３７３７６１７２２１９１５合　計



　年度別にみると，民事再生法が施行された２０００年度は全体の８０％が民事

再生であったが，その後年々減少し，施行９年目の２００８年度には累計で

７０％まで減り，２００９年度以降の５年間をみると，６０％を割り込んでいる

（図表３）。

５　倒産原因の推移

　１４年間に倒産した１６７社の倒産原因をみると，第１位は販売不振・受注不

振の９０社（５３．９％）である。第２位は違法行為（粉飾）（粉飾発覚が倒産前

のほか，倒産後の場合も含む）で２０社（１２．０％），これに設備投資の失敗１５

社（９．０％），経営多角化の失敗１２社（７．２％）が続く（図表４）。特筆すべ

きは，設備投資の失敗で倒産した企業の８６．７％（１５社中１３社）が２０００年度

から２００４年度までの５年間に集中していることであり，また，経営多角化

の失敗で倒産した企業の７５．０％（１２社中９社）も２０００年度から２００４年度ま

での５年間に集中していることである。
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図表３　倒産形態の推移 ─ 年度別 （社）

合計１３１２１１１００９０８０７０６０５０４０３０２０１００年度
形態

１１４１５１６３２７５２５５１３１５１４１２民事再生

３１１１３９１１１３４４３会社更生

２２１１２２１７１１１１３１破　　産

１６７２６４９７４３７３７６１７２２１９１５合　計



　２００２年度（第１の山）と２００８年度（第２の山）を比較してみよう。２００２

年度と２００８年度のいずれも倒産原因のトップは販売不振・受注不振で，

２００２年度は２２社中１３社（５９．１％），２００８年度は４３社中２９社（６７．４％）で

あった。２００２年度の第２位は経営多角化の失敗（２２社中４社，１８．２％），第

３位は設備投資の失敗（２２社中３社，１３．６％）であった。２００８年度の第２

位は粉飾（４３社中８社，１８．６％）であり，第３位は債権の回収難（４３社中

２社，４．７％）であった。
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図表４　倒産原因の推移 ─ 年度別 （社）

合計１３１２１１１００９０８０７０６０５０４０３０２０１００年度
原因

９０３３３４２９１４１１１１３１０８販売不振・受注不振

外
部
要
因

５２１２債権回収難

７３１１１１他社倒産の余波

４１１１１その他（貸金業法
改正）

１５１１２２３３３設備投資の失敗

内
　
部
　
要
　
因

６２１１１１思惑買いなどによ
る過剰在庫

１２１１１２４２１経営多角化の失敗

２１１放漫経営

２０１１２８３１２２違法行為（粉飾）

４１１１１
違法行為（総会屋・
暴力団との不適切な
関係，悪質商法）

２１１その他（経営陣の
内紛，欠陥品）

１６７２６４９７４３７３７６１７２２１９１５合　計



６　損益状況（直近本決算の最終損益が赤字か黒字か）の推移

　１４年間に倒産した１６７社の損益状況は，赤字が１１５社（６８．９％），黒字が５２

社（３１．１％）であった。

　年度別にみると，２００２年度（第１の山）は赤字倒産が多く，２２社中２０社

を占めているが，２００８年度（第２の山）では，４３社中２０社が黒字倒産であ

る（図表５）。これは，２００２年度にはじわじわ不況が進行したのに対して，

２００８年度は外部環境が急激に悪化したためではないかと推察される。

　なお，黒字倒産した５２社のうち，１１社は倒産前または倒産後に粉飾が発

覚したが，いずれも実際は赤字であった。

　２００２年度と２００８年度をもう少し詳しくみてみよう。２００２年度は，業種別

にみると製造業が多い。製造業は１４年間に４８社倒産しているが，２０００年度

から２００３年度までの４年間に集中しており，全体の６４．６％（４８社中３１社）

を占めている（図表２）。なかでも２００２年度は１２社（２５．０％）にのぼり，年
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2008
( 2 )  

2002
( 1 )  

 

 
59 .1% 18 .2% 

 
13 .6% 

 
9 .1% 

 
67 .4% 

 
18 .6% 

 
4 .7% 

 
9 .3% 

1  2  3  

1  2  3  

図表５　損益状況の推移 ─年度別 （社）

合計１３１２１１１００９０８０７０６０５０４０３０２０１００年度
赤黒

１１５１６２７６２３４１５４１１２０１３１２赤字

５２１２２１２０３２２２６２６３黒字

１６７２６４９７４３７３７６１７２２１９１５合計



度倒産数の５０％以上を占めている。しかも１２社中１１社は赤字倒産である

（図表６）。

　２００８年度は不動産業が多い。不動産業は１４年間に３３社倒産しているが，

２００８年度から２０１１年度までの４年間に集中しており，全体の９０．９％（３３社

中３０社）を占めている（図表２）。なかでも２００８年度は２２社（６６．７％）にの

ぼり，年度倒産数の５０％以上を占めている（図表６）。しかも２２社中１１社は

黒字倒産である（粉飾はなし）。

７　負債額の推移

　２０００年度から２０１３年度までの１４年間に倒産した１６７社の１社当たり負債額

（単独ベース）は７４，４４４百万円である。１社当たり負債額と倒産数の推移を

示すと，図表７のようになる。

　１社当たり負債額が最も多かったのは２００１年度の１６４，４９６百万円である。

２００１年度は，負債額の過去最多を記録したマイカル（１，３８８，１６４百万円）を

はじめ，負債額１，０００億円を超える大型倒産が１９社中７社を占めている（図

表８）。

　第２位は２０００年度で，１６１，０６３百万円である。２０００年度は，過去２番目の

負債額を抱えたライフ， ３番目のそごうをはじめ，１，０００億円を超える負債

額を抱えて倒産した企業が１５社中４社を占めている。
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図表６　２００２年度と２００８年度の損益状況の推移 ─ 業種別 （社）

合計倉庫不動産建設サービス小売卸売製造業種
年度

２２
（２）

１ １４１
（１）

３１２
（１）２００２

４３
（２０）

２２
（１１）

８
（３）

５
（２）

１４
（１）

３
（３）２００８

　（　）はうち黒字倒産数



　第３位は２００９年度で，１６０，２７２百万円である。２００９年度は過去４番目の日

本航空をはじめ，１，０００億円を超える大型倒産が７社中３社であった。これ

に２０１１年度の１１９，０６８百万円が続く。

　特筆すべきは，倒産数の最も多い２００８年度の１社当たり負債額が５６，９５２

百万円，２番目に多い２００２年度が４２，９１１百万円と比較的少なかったことで

ある。大型倒産も，２００８年度は４３社中５社，２００２年度は２２社１社と少な

かった。

　なお， １社当たり負債額が最も少なかったのは２０１２年度の１１，４４３百万円

である。２０１２年度には，山水電気が２４８百万円の負債額を抱えて倒産し，過

去最少の記録を塗り替えた。それまでの最少記録は TCBホールディングス
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図表７　１社当たり負債額と倒産数の推移 ─ 年度別

０６０５０４０３０２０１００年　度

３８，６８１２５，８８８２１，２１６３５，４５８４２，９１１１６４，４９６１６１，０６３１社当たり負債額

３７６１７２２１９１５倒産数

１４年平均１３１２１１１００９０８０７

７４，４８５１６，２２７１１，４４３１１９，０６８６６，１４２１６０，２７２５６，９５２２６，１０２

１１．９３２６４９７４３７



（２０１０年１０月２０日倒産）の２５８百万円であった。
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図表８　単独ベースで１，０００億円以上の負債を抱えて倒産した企業（大
型倒産）２３社 （百万円）

２８９，９００日貿信００． ４．２５００

９６６，３００ライフ ５．１９

１１５，２００第一ホテル ５．２６

６８９，１００そごう ７．１２

１，３８８，１６４マイカル０１． ９．１４０１

２２７，０００新潟鐵工所１１．２７

３９０，００１青木建設１２． ６

２１２，６３２壽屋１２．１９

１３０，０００日本重化学工業０２． ２．２２

４４９，９００佐藤工業 ３． ３

１１４，６５７日産建設 ３．３０

２７１，２１０大日本土木０２． ７． ５０２

２１５，３００森本組０３．１０． １０３

２５５，８３２アーバンコーポレーション０８． ８．１３０８

１６１，５２０モリモト１１．２８

１９７，５４９日本綜合地所０９． ２． ５

５５０，０００SFCG２．２３

１６３，６４６パシフィックホールディングス３．１０

１４７，６００ジョイントコーポレーション０９． ５．２９０９

２５０，０３４ロプロ１１． ２

６７１，５７８日本航空１０． １．１９

４３３，６０８武富士１０． ９．２８１０

４４８，０３３エルピーダメモリ１２． ２．２７１１



８　キャッシュ・フロー状況の推移

　１４年間に倒産した１６７社のうち，キャッシュ・フロー計算書を公表してい

る１６２社（２０００年度は５社が非公表）の倒産直近本決算のキャッシュ・フ

ロー状況をみると，最も多いのは「一か八か型」（－－＋）で４３社

（２６．５％），次いで「贅肉落し型」（＋＋－）の３３社（２０．４％）。「じり貧型」

（－＋－）の２９社（１７．９％）がこれに続く。特筆すべきは「健全型」（＋－

－）と「積極投資型」（＋－＋）が合わせて３７社（２２．８％）と， ４分の１近

くあったことである（図表９）。

　１４年間の営業キャッシュ・フローをみると，（－）が９１社（５６．２％），

（＋）が７１社（４３．８％）で，（－）が１２．４ポイント上回る。年度別の推移を

みると，２００１年度までは（＋）のほうが多かったが，２００２年度から（－）

が多くなり，２００５年度には（－）と（＋）の累計数がほぼ拮抗した。しか

し，２００８年度に（－）が急増し，２０１３年度に１２．４ポイントの差が生じた

（図表１０）。
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図表９　キャッシュ・フロー状況の推移 ─ 年度別 （社）

合計１３１２１１１００９０８０７０６０５０４０３０２０１００年度
パターン

１１事業転換型（＋＋＋）

３３１１１４１５２４１２２５４贅肉落し型（＋＋－）

１６１１２３１２１４１積極投資型（＋－＋）

２１１２５１２５５健全型（＋－－）

１４１６１２３１倒産寸前型（－＋＋）

２９１１１４２２６７３２じり貧型（－＋－）

４３１２２２２０３３１２３２２一か八か型（－－＋）

５２１１１取り崩し型（－－－）

１６２２６４９７４３７３７６１７２２１９１０合　計



９　上場市場の推移

　１４年間に倒産した１６７社の上場市場をみると，最も多いのは東証１部の５７

社（３４．１％）。次いで JASDAQ（店頭を含む）の４４社（２６．３％）で，これに

東証２部の２３社（１３．８％）が続く。この３つの市場で全体の７４．３％を占め
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図表１１　上場市場の推移 ― 年度別 （社）

合計１３１２１１１００９０８０７０６０５０４０３０２０１００年度
市場

 ５７
（３４．１％）２２１４１３２１１３１１８９東証

一部一部・
札証・
福証５

　
市
　
場

 １１
（６．６％）２１４２２

大証
一部
ほか

 ２３
（１３．８％）１１１１０１１２２２２東証

二部
二部

 １６
（９．６％）１１１１２４２４

大証
二部
ほか

 ４４
（２６．３％）１２１４１３２１３３６３５JASDAQ

（店頭含む）新
興
市
場  １６

（９．６％）１１１３２４２１１東証マザーズ
ほか

１６７
（１００．０％）２６４９７４３７３７６１７２２１９１５合　計

（注）複数上場の場合は、東証・大証・名証の順に一市場に集計している。

図表１０　営業キャッシュ・フローの推移 ─年度別 （社）

１３１２１１１００９０８０７０６０５０４０３０２０１００営業 年度
キャッシュ・
フロー

２２２６３１３３０５２６８１４５単年度
（＋）

７１６９６７６５５９５６４３４０４０３５３３２７１９累計

０４２３４３０４３２４１１１４５５単年度
（－）

９１９１８７８５８２７８４８４４４１３９３５２４１０累計



る（図表１１）。

１０　設立から倒産までの期間

　１４年間に倒産した１６７社の設立から倒産までの期間（社歴）をみると，平

均４３年４ヵ月である。年度別にみると，２０００年度から２００５年度までの６年

間は平均５０年を超えており，比較的長寿企業が多かったが，２００６年度以降

は平均３２年１ヵ月と，企業は短命化している。業種別にみると，倒産が２

社の運輸業と１社の倉庫業を除けば，建設業・製造業の２業種が平均５０年

を超えている。最も社歴が短いのは不動産業で，２５年１１ヵ月である（図表

１２）。

　１４年間に倒産した１６７社のうち，社歴が最も長かったのは（株）サクラダ

（２０１２年１１月２７日倒産）の９２年８ヵ月。このサクラダを含め，社歴８０年以上

が１４社（８．４％），５０年以上８０年未満が５６社（３３．５％），３０年以上５０年未満

が３９社（２３．４％）ある。３０年以上を合算すると１０９社となり，全体の６５．３％

を占める。

　最も短かったのはリプラス（２００８年９月２４日倒産）で， ６年１ヵ月で
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図表１２　設立から倒産までの期間 ― 年度平均・業種平均 （年．ヵ月）

業種
平均１３１２１１１００９０８０７０６０５０４０３０２０１００

 年度
業種

５５．１ ５８．７ １０．１ ２２．１１４４．４ ５０．８１２．９５５．１ ５２．１１６８．２ ６０．１０５９．４ ６２．１１製造

４６．０ ６１．１５６．８ １１．５７．１０２５．７ ８１．８ 卸売

３９．２ ２３．１０３８．１１４１．１０４１．２ ３９．１ 小売

２９．８ １７．１０３２．２ ２７．５ ２４．７１８．７ ３０．８２５．８３２．１０３４．０ ２８．３ ４１．９ ４８．４ サービス

５６．５ ５６．５ ３５．８７５．６ ４９．３ ５３．９ ５５．７ ５９．１１５４．８ 建設

２５．１１１９．１１３４．３ ３６．１２２．７ １９．３５７．１０３１．６ 不動産

３７．１ １５．９ ５８．５運輸

８６．１１８６．１１倉庫

４３．４ １６．９ ４９．１０１５．０ ２８．８ ３９．７３３．１３０．７２１．５５７．６ ５１．１１５０．０ ５５．８ ５３．０ ５４．４ 年度
平均



あった。なお，創業から倒産までの期間でみると，１２５年１１ ヵ月の小杉産業

を筆頭に１００年以上が９社あった（図表１３）。

１１　上場から倒産までの期間

　１４年間に倒産した１６７社の上場から倒産までの期間をみると，平均２１年

６ヵ月である。年度別にみると，２０００年度から２００５年度までの６年間は平

均すると２９年５ヵ月であるが，２００６年度以降は１４年８ヵ月と短くなってい

る。業種別にみると，倒産が２社の運輸業と１社の倉庫業を除けば，製造

業が３１年１０ヵ月，建設業が２８年４ヵ月と長く，不動産業・サービス業がそ

れぞれ１２年，１２年３ヵ月と短い（図表１４）。
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図表１３　設立から倒産までの期間

（１２．１１．２７）サクラダ①９２年８ヵ月最長

（０１．１１．２７）新潟鐵工所②９１年６ヵ月

（０８． ５．３０）トスコ③９０年３ヵ月

（０２． ４．１１）京神倉庫④８６年１１ ヵ月　　

（０５． ５． ５）松村組⑤８５年１０ ヵ月　　

（０８． ９．２４）リプラス①６年１ヵ月最短

（０９． ３．１２）エスグラントコーポレーション②７年３ヵ月

（０３．１１．２６）デジキューブ③７年１０ ヵ月

（１１． ９． ９）インネクスト④７年１１ ヵ月

（０９． １．３０）サイバーファーム⑤８年１１ ヵ月

　（参考）創業から倒産までの期間が長いのは？

（０９． ２．１６）小杉産業①１２５年１１ ヵ月　

（０３． ６．２１）福助②１２１年６ヵ月　

（１２．１１．２７）サクラダ③１１７年１ヵ月　

（０３．１０． １）森本組④１１３年６ヵ月　

（０５．１０．２８）サンビシ⑤１０８年１１ ヵ月



　１６７社のうち，上場から倒産までの期間が最も長かったのは新潟鐵工所

（２００１年１１月２７日倒産）の８５年１０ヵ月で，群を抜いている。第２位は中央

コーポレーション（２００９年４月２４日倒産）の５９年７ヵ月である（図表１５）。

この２社を含め，５０年以上が１４社（８．４％）ある。

　最も短かったのはエフオーアイ（２０１０年５月２１日倒産）の７ヵ月である

（図表１５）。このエフオーアイを含め，１０年未満が６４社（３８．３％）でトップ。

これに１０年以上３０年未満の４７社（２８．１％），３０年以上５０年未満の４２社
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図表１４　上場から倒産までの期間 ― 年度平均・業種平均 （年．ヵ月）

業種
平均１３１２１１１００９０８０７０６０５０４０３０２０１００

年度
業種

３１．１０３１．９５．１１ ３．６２２．５１２．６４．４２６．８２４．１１３７．５４２．０３３．２３９．１製 造

２１．１１４６．１２６．５ ５．６ ５．５ ６．８２７．９卸 売

１７．９ ３．２１４．１０１８．６２１．３１９．８小 売

１２．３１２．４１４．０１０．５１１．４ ７．１０１１．５７．８ ４．６１３．７ ４．１１ ９．６３２．４サービス

２８．４２６．７１０．１３２．１２１．１０３２．１１２８．１０３２．１０３９．６建 設

１２．０９．２  ７．１０２４．４ ９．５ ２．１５５．０１４．９不 動 産

２８．６ ８．９４８．３運 輸

５２．４５２．４倉 庫

２２．３１０．６２５．１０７．７  ８．０２７．２１４．９ ９．１６．７２２．８２８．５２６．３３３．１１２７．１１３１．１０年度平均

図表１５　上場から倒産までの期間

（０１．１１．２７）新潟鐵工所①８５年１０ヵ月最長

（０９．４．２４）中央コーポレーション②５９年７ヵ月

（０４．４．２６）ジェネラスコーポレーション③５５年０ヵ月

（０３．６．２１）福助④５４年２ヵ月

（０３．３．２８）南海毛糸紡績⑤５３年１１ ヵ月

（１０．５．２１）エフオーアイ①　　７ヵ月最短

（０８．１１．２８）モリモト②　　１０ヵ月

（０８．１０．２）エルクリエイト③１年２ヵ月

（０４．３． １）ムービーテレビジョン④２年３ヵ月

（０５． ６． ２）ゼクー⑤２年４ヵ月



（２５．１％）が続く。

１２　直近本決算から倒産までの日数

　１４年間に倒産した１６７社の直近本決算から倒産までの日数をみると，平均

７ヵ月２６日である。最終損益が黒字の場合の平均は８ヵ月１０日，赤字の場

合の平均は７ヵ月２０日で，赤字のほうが倒産までの日数が２０日ほど短い。

年度別にみると，２０００年度から２００５年度までの６年間の平均は７ヵ月５日

であるが，２００６年度から２０１３年度までの８年間の平均は８ヵ月１８日と１ヵ

月半近く長くなる（図表１６）。

　赤字の場合，直近本決算から倒産までの日数が最も短かったのはニコニ

コ堂（２００２年４月９日倒産）と北海道振興（２００３年４月９日倒産）で，わ

ずか９日。この２社を含め，１ヵ月以内が４社あった。最長は，クインラン
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図表１６　直近本決算から倒産までの期間 ─ 年度別・赤黒別

０７０６０５０４０３０２０１００年度
平均

８ヵ月
１６日

１１ ヵ月
２０日

６ヵ月
１６日

６ヵ月
２５日

６ヵ月
１１日

６ヵ月
２５日

７ヵ月
２８日

８ヵ月
２日年度平均

８ヵ月
１４日

１年
３ヵ月
１３日

４ヵ月
２９日

６ヵ月
５日

６ヵ月
１３日

６ヵ月
１９日

７ヵ月
２６日

７ヵ月
２４日赤字平均

８ヵ月
２０日

９ヵ月
２３日

１０ ヵ月
１５日

８ヵ月
５日

６ヵ月
６日

８ヵ月
３０日

８ヵ月
４日

９ヵ月
７日黒字平均

１４年
平均１３１２１１１００９０８年度

平均

７ヵ月
２６日

１１ ヵ月
２９日

１１ ヵ月
５日

１１ ヵ月
２３日

７ヵ月
２９日

９ヵ月
７日

７ヵ月
１８日年度平均

７ヵ月
２０日

１年
１ヵ月
３０日

１１ ヵ月
５日

１０ヵ月
２９日

７ヵ月
９日

８ヵ月
２９日

７カ月
１８日赤字平均

８ヵ月
１０日

９ヵ月
２７日－

１年
０ヵ月
８日

１０ ヵ月
９日

１０ ヵ月
２４日

７ヵ月
１８日黒字平均



ド（２００７年１０月１８日倒産）の１年３ヵ月１８日である。

　黒字の場合，最短はトスコ（２００８年５月３０日倒産）で，１ヵ月３０日，最

長はインネクスト（２０１１年９月９日倒産）の１年２ヵ月９日であった（図

表１７）。
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図表１７　直近本決算から倒産までの日数 ─赤黒・長短別

赤字の場合の最短

９日（０２． ４． ９）①ニコニコ堂

９日（０３． ４． ９）②北海道振興

１１日（０２． ４．１１）③京神倉庫

２５日（００． ４．２５）④日貿信

１ヵ月５日（０５． ５． ５）⑤松村組

黒字の場合の最短

１ヵ月３０日（０８． ５．３０）①トスコ

２ヵ月１０日（０４． ６．１０）②佐藤秀

２ヵ月２４日（０８． ６．２４）③スルガコーポレーション

２ヵ月２６日（０８． ９．２６）④プロデュース

３ヵ月２４日（０８． ７．２４）⑤三平建設

赤字の場合の最長

１年３ヵ月１８日（０７．１０．１８）①クインランド

１年３ヵ月１３日（０６．４．１３）②アドテックス

１年３ヵ月２日（１２．４． ２）③山水電気

１年２ヵ月２３日（１０． ８．２３）④アーム電子

１年１ヵ月３０日（１３． ８．３０）⑤ワールドロジ

黒字の場合の最長

１年２ヵ月９日（１１． ９． ９）①インネクスト

１年２ヵ月８日（０８．１２． ８）②太洋興業

１年２ヵ月２日（０５． ６． ２）③ゼクー

１年２ヵ月０日（０４． ５．３１）④東北エンタープライズ

１年１ヵ月３０日（０８．１０．３０）⑤ノエル



　業種別にみると，倒産が２社の運輸業と１社の倉庫業を除けば，最も長

いのは卸売業で，１０ヵ月１０日である。最も短いのは７ヵ月４日の小売業で

ある（図表１８）。

１３　あ　と　が　き

　筆者は倒産予知を研究テーマの１つにしている。ここ数年，倒産企業を

洗い出し，財務数値を時系列的に分析してきた。倒産前の財務数値を時系

列的に分析すれば，倒産のシグナルが見出せるかもしれないと考えたから

である。

　本稿は，こうした研究の予備的作業として，２０００年４月から２０１４年３月

までの１４年間に倒産した上場企業１６７社の倒産実態を１１の角度から整理した

ものである。今後さらに倒産企業のデータを積み上げ，財務数値の分析を

進めるなかで，倒産予兆の特定に取り組んでいきたい。
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図表１８　直近本決算から倒産までの期間 ─ 業種別

倉庫運輸不動産建設サービス小売卸売製造業種

１１日１１ ヵ月
２４日

７ヵ月
１４日

７ヵ月
２８日

７ヵ月
２５日

７ヵ月
４日

１０ ヵ月
１０日

７ヵ月
２７日期間




